ニンチショウ コウレイシャ ノ ハイカイ チュウ ノ テツドウ ジコ ト カゾク ノ カントク セキニン　 by 嶋貫 真人 et al.
認知症高齢者の徘徊中の鉄道事故と家族の監督責任
著者名(日) 嶋貫 真人
雑誌名 人間関係学研究 : 社会学社会心理学人間福祉学 : 
大妻女子大学人間関係学部紀要
巻 18
ページ 13-26
発行年 2016
URL http://id.nii.ac.jp/1114/00006375/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
13
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　18　2016
認知症高齢者の徘徊中の鉄道事故と家族の監督責任
Railway accidents caused by wandering elderly persons with dementia
and the supervisory responsibility of the family
嶋貫　真人 *
Masato SHIMANUKI
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＜要　　　約＞
　地域で生活する認知症高齢者の行動によって他人に損害を発生させる事件が目立つように
なってきた。本稿では，2007 年に発生した認知症高齢者が列車にはねられた事故に注目し，
鉄道会社が原告となって提起した訴訟の中で展開された議論や裁判所が示した考え方を題材
としつつ，検討を加えている。責任無能力者の行動が原因で発生した事故においては，本人
を監護する立場にある家族等が監督義務者責任を問われるのが，これまでの法律実務におけ
る伝統的な考え方であった。しかし，このような解決法は，監護者による本人の行動制限に
つながる可能性もあり，ノーマライゼンションの思想に照らしたときには，常に最善の解決
策であるとはいえない。そこで，本稿では，本人の行動の自由をできる限り保障していくべ
きであるという前提に立ちつつ，いかにして事故のリスクを分配していくのかという観点か
ら，いくつかの事故類型に分けて解決策を提示している。
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１．問題の所在
　近年，地域で生活する認知症高齢者の行動に
よって他人に損害を発生させる事件が目立つよう
になってきた。たとえば，同居する家族が外出中
のわずかな時間帯に認知症高齢者が自宅で火事を
起こして隣家に延焼させたという事件（1），家族が
目を離したスキに認知症高齢者が自宅の自動車の
キーを持ち出して高速道路を逆走し，対向車に正
面衝突させたという事件（2）等が代表的なもので
ある。これらの事件では，直接行為者である高齢
者が責任能力を有せず，それ故にその者に対して
不法行為責任を問うことができなかった事例であ
り，原告となった事故の被害者は，高齢者の配偶
者等の家族を被告として損害賠償を請求する訴訟
を提起している。このような訴訟において請求の
根拠とされている法文は，民法 714 条 1 項の「法
定監督義務者責任」の規定である。すなわち，認
知症高齢者等と同居する家族には，このような危
険な行動を防止する監督責任があるという考え方
である。
　最近この認知症高齢者の家族の監督責任をめ
ぐって争われた注目すべき事故（以下「鉄道事故」
と呼ぶ）が発生した。2007 年 12 月，重度の認知
症の男性が同居する妻が目を離したスキに 1 人で
外出し，鉄道の線路構内に立ち入って電車にはね
られ死亡するという事故が発生した。この事故に
よって列車遅延等の損害をこうむった鉄道会社
が，男性を監督する立場にある妻（および別居す
る子）を相手取って損害賠償を請求する訴訟を提
起し，第一審判決（名古屋地裁 2013 年 8 月 9 日
判決・判例時報 2202 号 68 頁，以下「地裁判決」
と呼ぶ）では，妻について監督義務者としての責
任ではなく，直接加害行為者としての責任を認め，
控訴審判決（名古屋高裁 2014 年 4 月 24 日判決・
判例時報 2223 号 25 頁，以下「高裁判決」と呼ぶ）
では，逆に妻について直接行為者としての責任で
はなく監督義務者責任を認める判断が示された。
その後，最高裁判決（2016 年 3 月 1 日判決・裁判
所時報 1647 号 1 頁，以下「最高裁判決」と呼ぶ）
では，一転して妻の監督義務者としての責任を否
定し，鉄道会社からの損害賠償請求をすべて退け
ている。これらの判決については新聞等でも大き
く報道されて一般の注目を集め，自宅で介護をす
る家族にどこまで責任を負わせるべきなのか，と
いう活発な議論を巻き起している。
　認知症高齢者に限らず，知的障害者や精神障害
者等，十分な判断能力をもたない者が施設や病院
ではなく地域社会の中で普通の生活を送る権利が
保障されるべきであるというノーマライゼンショ
ンの思想は，わが国においても既に広く浸透し，
福祉施策も基本的にその方向で進められていくべ
き，というおおかたの支持を得ているものと考え
られる。しかし，判断能力が低下した人が地域の
中で暮らしていくということは，同時に本人およ
び本人と接触をもつ人々が一定の事故リスクを引
き受けることを意味する。したがって，問題はそ
のようなリスクを「誰が，どのような形で」負担
するのか，という点にある。
　上記の鉄道事故では，たまたま同居する家族が
いた（しかも直接行為者が死亡した）ために，「家
族の監督義務者責任」という形で損害の填補を求
める訴訟が提起されたものである。しかし，認知
症高齢者によって惹起される事故というのは，こ
のような類型のものばかりではない。たとえば，
直接行為者が事故後に生存し，なおかつ本人に十
分な賠償資力があって家族には資力がないという
場合も考えられるし，判断能力の低下した者に
まったく身寄りがないという場合も考えられる。
また，そもそも恒常的・定型的に発生することが
予想される事故については，市民の誰もが被害者
となる可能性があるわけで，そのような損害の填
補については，直接の当事者間で処理するのでは
なく，何らかの社会的な仕組みによる解決を図る
べきではないかとも考えられる。さらには，事故
の類型によっては，その重大性にかんがみて，本
人の行動の自由そのものに一定の制限を加えるこ
とが必要と考えられる場面もあるかもしれない。
　このように考えると，認知症高齢者等の十分な
判断能力をもたない者によって引き起こされる事
故のリスクをめぐっては，事故から生ずる損害の
分配の方法や事故発生の防止策について，事故類
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型ごとに丁寧な場合分けを行ないながら検討を加
えていく作業が欠かせないのではないかと思われ
る。そして，このような考察は，不法行為法学の
領域で展開されている法解釈論や法政策論に委ね
ておくだけでは足りず，本人のケアを担当する家
族への支援の在り方といった福祉政策の検討も含
んでいるし，ひいてはノーマライゼンションの思
想そのものに関わる本質的な問いにも発展してい
く可能性がある。
　本稿では，上記で紹介した鉄道事故の訴訟の中
で展開された議論や裁判所が示した考え方を題材
としつつ，家族法学や不法行為法学の分野で展開
されている議論を参考にしながら，判断能力をも
たない者によって引き起こされる事故のリスクへ
の対応策について検討を加えていくものである（３）。
２．本件鉄道事故発生に至るまでの事実関係，
　　当事者の主張および判決の要旨
（１）事実の概要
　A（事故発生時 91 歳・男性）は重度の認知症を
患って，自宅で Y（A の妻・同 85 歳・認知症で
はない）の介護を受けながら生活していた。5 人
の子どもはすべて独立し，夫婦 2 人暮らしであっ
た。A は若い頃から不動産業を営んでおり，高収
入を得ていた。A の死亡直前には約 5 千万円の貯
金があり，Y と長男がそれらの財産を管理してい
た。A に認知症の症状が現れてからは，デイサー
ビスを利用しながら主に Y が介護をしており，
ホームヘルパーを利用したことはなかった。Y は
長男に頼んで自宅の玄関にセンサーを設置し，A
がその付近を通過したときにチャイムが鳴るよう
にしていたが，昼間はセンサーの電源スイッチを
切っていることが多かった。
　2007 年 12 月，Y がウトウトとまどろんだスキ
に A は 1 人で外出した（このときもセンサーの電
源は切られていて，Y は A の外出に気づかなかっ
た）。A は JR 東海道線の線路内に侵入し，通りか
かった列車にひかれて即死した。この事故のため
に東海道線は上下線ともに約 2 時間にわたって運
休し，その間の振替輸送を他社に依頼したときの
費用と，事故現場の復旧を担当した作業員の超過
勤務代の合計 720 万円の損害を JR 東海（原告 X）
はこうむった。そこで，X は Y を被告として，民
法 709 条（Y 自身を直接的な加害者とする不法行
為責任）および 714 条（Y が A の監督義務を怠っ
たという責任）に基づいて損害賠償を請求する訴
訟を提起した（なお，本件訴訟では，Y の他に長
男や二女・三女等も被告とされているが，本稿で
はこれらの点は省略して，Y の責任の問題に議論
を絞ることとする）。
（２）地裁判決（名古屋地裁 2013 年 8 月 9 日判決）
　　 の要旨：JR 側が勝訴
　Y が玄関のセンサーの電源スイッチを切ったま
まにしていた点等が過失として認定され，監督義
務者責任ではなく，Y 自身の不法行為として X に
損害賠償せよという判断が示された。Y が控訴し
た。
（３）高裁判決（名古屋高裁 2014 年 4 月 24 日判決）
　　 の要旨：地裁判決を一部修正して，賠償額を
　　 減額する。
・Y にとって，このような事故の発生を予見する
ことは困難であったから，Y に直接的な加害者
としての責任（民法 709 条）を問うことはでき
ない。
・しかし，A のような重度の認知症を有する者は，
精神保健福祉法 5 条の精神障害者に該当し，Y
は A の配偶者として同法上の「保護者」に相当
する立場にあるので，Y は A を監督する責任（同
714 条）を負う。
・また，民法は夫婦の同居・相互協力義務を定め
ているので，その点でも Y は A を監督する義務
を負っているといえる。
・714 条の監督義務者責任は，行為者本人（A）の
責任を問うことができない場合の代位責任・補
充責任であり，無過失責任的な性格をもつ。し
たがって，損害の公平な分配という観点に立っ
て，様々な要素を勘案しつつ X に生じた損害の
一部分だけを Y に賠償させるということはあり
うる。ここでいう「様々な要素」とは，A の財
16
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　18　2016
産の有無，Y が相続した財産，X の被害の内容
等である。
・X は巨大鉄道会社であり，沿線には幼児や認知
症高齢者等の様々な住民が暮らしているから，
旅客ばかりでなく周辺住民の安全にも配慮する
責任がある。本件で，もしホーム先端のフェン
スにカギが設置されていたならば，事故を防ぐ
ことができた可能性がある。よって，X の受け
た損害の半分にあたる 360 万円を Y に賠償させ
るのが相当である。
（４）最高裁判決（2016 年 3 月 1 日判決）の要旨：
　　 原審判決中の Y の敗訴部分を破棄し，同部分
　　 につき高裁判決を取り消したうえで，X の請
　　 求を棄却した。
・精神上の障害のために責任無能力となった者の
監督義務が法定されたものとしては，1）改正前
の精神保健福祉法 22 条 1 項で精神障害者の自傷
他害防止監督義務が課されていた保護者，2）改
正前の民法 858 条 1 項で禁治産者に対する療養
看護義務が課されていた後見人が挙げられる。
・しかし，上記のうち 1）については，平成 11 年
の法改正で自傷他害防止監督義務が廃止された
（なお，平成 25 年には保護者制度そのものが廃
止されている）。また，2）については，平成 11
年の法改正によって成年後見人の身上配慮義務
へと改められたが，この身上配慮義務は後見人
に対して被後見人の行動を監督する事実行為を
求めるものとは解されていない。
・したがって，本件事故が発生した平成 19 年当時
において，保護者や成年後見人であるというこ
とだけではただちに法定の監督義務者に該当す
るとはいえない。
・民法 752 条の夫婦の同居，協力及び扶助義務は，
夫婦間において相互に相手方に対して負う義務
であって，第三者との関係で夫婦の一方に何ら
かの作為義務を課すものではないので，同条の
規定をもって 714 条 1 項の監督義務を定めたも
のということはできない。
・もっとも，法定監督義務者に該当しない者であっ
ても，責任無能力者との身分関係や日常生活に
おける接触状況に照らして，監督義務を引き受
けたとみるべき特段の事情が認められる場合に
は，衡平の見地から 714 条を類推適用されると
解すべきである。
・具体的には，監督にあたっている者自身の生活
状況や心身の状況，精神障害者との親族関係の
有無・濃淡，同居の有無，精神障害者の財産管
理への関与の状況など，諸般の事情を総合考慮
して判断すべきである。
３．責任無能力者制度と監督義務者の責任
　　（民法の考え方の整理）
　民法 709 条は，故意・過失が原因で他人に損害
を与えた場合に，加害者は被害者が受けた損害に
ついて賠償の責任を負うという，不法行為責任に
ついて定めている。加害者がこの不法行為責任を
負うためには，その者に「故意・過失」があるこ
とが前提となるから，幼児や重度の知的障害者等
のように，自分の行動の意味（危険な結果の予見
とそれを回避するために必要な行動）をまったく
理解できない者（4）については，損害賠償責任を
問うことができない。このように判断能力を欠く
が故に不法行為責任を問われない者のことを「責
任無能力者」と呼ぶ（同 713 条）。責任無能力者
制度（そして，その根底にある過失責任主義）の
根拠については，一般に次のように説明されてい
る。すなわち，1）故意・過失（5）によって他人に
損害を与えない限り責任を問われることがないと
いう過失責任主義原則を徹底することによって，
「人間の行動の自由」を制度的に保障することが
できる，2）未成年者についていえば，賠償資力
の乏しい児童期に発生させた事故が原因で，その
後の人生の長きにわたって損害賠償債務に縛られ
るという過酷な結果を防止する必要がある，とい
う 2 つの考え方である（星野 1987：88）。したがっ
て，責任無能力者によって惹起された損害に関し
ては，「行為自体は違法であるが，行為者本人の
責任は問えない」という「責任の空白地帯」がいっ
たん発生することになる。
　しかし，他方で事故の被害者にとっては，直接
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行為者がどのような者であっても，不測の事態に
よって生じた損害については，「加害者側の誰か」
に填補して欲しいと望むはずである。製造物責任，
公害発生原因企業の責任等に象徴されるように，
20 世紀後半以降の不法行為法学では，損害の公平
な分配の視点に立ちつつ，被害者の救済を図るこ
とに力を注いできたといえる。そこで，直接行為
者が責任無能力であるが故に賠償責任を負わない
場合には，それに代わる立場の者，すなわち判断
能力を有しない者を監督すべき立場の者に対して
「監督義務者責任」を追及することになる（同 714
条 1 項：高裁判決は，妻 Y の責任に関してこの考
え方に立っている）。通説によると，この監督義
務者責任は直接行為者が責任無能力者であると認
定された場合にのみ成立するとされているため，
高裁判決が指摘するとおり一種の補充的責任・代
位責任という性格をもつことになる。とりわけ直
接行為者が子どもや知的障害者である場合には，
その者が十分な賠償資力をもたないことが多いの
で，被害者側の訴訟戦略上は行為者本人の責任能
力の判定を厳格に行ってその者の責任を否定し，
代わりに親等の監督義務者の責任を追及する方
が，救済を受けるうえでは実効性のある選択とな
る。つまり，責任能力制度は実質的に被害者の救
済に主眼を置いた操作的な概念として機能してい
るのである（6）。いずれにせよ，監督義務者責任の
制度は，被害者救済のための手段として実務上重
要な機能をはたしてきたことは間違いない。
　ところで，この監督義務者責任は，本人が行っ
た「行為そのもの」を「その行為の場面で」阻止
できなかった，という個別具体的な防止義務違反
ではなくて，そのような危険な行動をさせないよ
うに普段からしっかりと「教育・しつけ」をして
おかなかった，という包括的な責任であるとされ
ている（7）。すなわち，高裁判決でも指摘されてい
るとおり，監督義務者は当該事故の発生につき落
ち度があったかどうかという具体的な過失の有無
を検討されることなく，事実上の無過失責任に近
い形で賠償義務を負うのである。この点，直接的
加害行為に関する 709 条が，行為者自身の故意・
過失の存在を責任成立の条件としているのと比べ
て非常に重たい責任であり，ある意味で “ フィク
ション化された過失 ” であるともいえる。その根
底にある思想は，家族制度における家長の責任，
すなわち家族のメンバーの誰かが世間に迷惑をか
けたときには，家長が家族を代表して対外的な責
任を負うという考え方であるとされている（8）。
　このような監督義務者に課せられる厳しい責任
の内容は，ある意味で前述の過失責任主義の原則
に反するともいえるが，裁判所が被害者の救済を
優先する立場に立つのならば，行為者本人の責任
能力の有無が微妙な事例の場合，「本人＝責任無
能力者」であるが故に，「監督義務者＝責任あり」
という結論に落ち着きやすいということになる。
４．本件判決をめぐる議論の状況
　本件鉄道事故については，地裁判決が出た直後
から報道でも大きく取り上げられ，地裁および高
裁判決が妻の賠償責任を認めたことに対するマス
コミの論調は，反対の立場に立つものが多数で
あったように思える。これらの批判は要するに，
家族の責任を追及することは家族に過剰な介護負
担を押し付けることにつながり，結果的に認知症
高齢者の行動の自由を制限することになるという
点に向けられている（沢見 2014：31）。
　しかし，他方で，鉄道会社に対してはやはり何
らかの形で損害賠償が支払われるべきであるとい
う見解も見られる。本山（2014：1）は，高裁判
決について本件事故当事者の置かれた状況（特に
妻が亡夫の財産を相続している点）に限定して考
えると，損害の公平な分配を図っているという点
で，妥当なものであると述べている。また，水野
（2014：267）は，責任無能力者の行動の自由の保
障という観点からは，713 条の画一的な適用に制
限を加えて，できるだけ行為者自身に賠償責任を
負わせる方向で考えていくべきであると述べてい
る（9）。
　他方，岩村（2016：245）は，高裁判決の立場
は 1999 年の精神保健福祉法改正による自傷他害
防止監督義務廃止の趣旨に反するものであると批
判するとともに，最高裁判決が保護者であるだけ
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で直ちに 714 条の法定監督義務者に当たるとはい
えないと述べている点に賛同している（10）。ただし，
岩村は最高裁判決が「法定監督義務者に該当しな
い者であっても，責任無能力者との身分関係や日
常生活における接触状況に照らし，…監督義務を
引き受けたとみるべき特段の事情が認められる場
合には，衡平の見地から法定の監督義務を負う者
と同視してその者に対して民法 714 条に基づく損
害賠償責任を問うことができる」と述べている部
分に注目し，この部分の最高裁の考え方の背景に
は，以下のような配慮が存在するのではないかと
推測している。すなわち，本件のように配偶者や
成年後見人が法定監督者でないと判断された場合
には，代理監督者がいる場合を除けば，発生した
損害はすべて被害者の負担に帰することになって
しまい，あまりにも被害者にとって酷な結論とな
る。そこで，本件 X のように被害者が大企業であ
る場合にはあてはまらないにしても，一般論とし
てはこのような監督義務者責任の類推適用の余地
があることを示しておくことで，被害者救済を図
ろうとしたのではないか，との見方である（岩村
2016：246 ～ 247）。もっとも，岩村は，最高裁判
決が示した 714 条 1 項の類推適用という解釈に対
しては，「大きな問題を孕む」という批判を加え
ている。すなわち，このような「特段の事情」が
認められる配偶者や成年後見人に監督責任を負わ
せることは，精神保健福祉法の自傷他害防止義務
の廃止や保護者制度の廃止の趣旨に逆行するだけ
でなく，高齢者や障害者をできる限り地域社会で
ケアしていくべきであるという近年の潮流に反す
る結果を招くという批判である（岩村 2016：
249）。
　このように本件をめぐる議論の状況を俯瞰して
いくと，Y の監督義務者責任をどこまで問うこと
ができるかという問題提起の中には，一方で被害
者に発生した損害をどのように填補していくのか
という損害の公平な分配の問題が強く意識されて
おり，他方では責任無能力者本人の行動の自由に
制限を加えないようにしていくための配慮も色濃
く反映されていることがわかる。そして，最終的
に Y の責任を問うことができないとされた場合に
は，被害者が受けた損害はどのようにして填補さ
れるべきなのか，という大きな問題が未解決のま
ま残されることになるのである。
　本稿では，とりわけ高裁判決に賛成する（ある
いは一定の評価を与える）意見に注目して考察を
展開していきたいと思う。なぜならば，これらの
主張においては，その主たる根拠として損害の公
平な分配の他に，責任無能力者の行動の自由の確
保という視点が据えられており（前掲水野など），
この部分に示唆に富む議論が含まれていると思え
るからである。責任無能力者の行動の自由の確保
という視点は，一般的には監督義務者責任を厳し
く追及する考え方（高裁判決の立場）が本人の行
動の抑制を招くという警告の形で発せられている
（前掲沢見，岩村など）にもかかわらず，水野ら
の主張はこの批判を逆手にとった議論を展開して
いるという点で，非常に興味深いものがある（こ
の点については，次の V で詳しく検討する）。
　以上の内容を小括すると，「損害の公平な分配」
と「責任無能力者の行動の自由の確保」という 2
つの要請のバランスの在り方についてどう考えて
いくかが，この問題を考察する際の重要なカギと
なる。換言すれば，この 2 つの点についてつぶさ
に検討を加えていくことで，今後も発生が予想さ
れる判断能力が低下した者による事故への対応に
ついて，新たな視界が開けてくるのではないかと
も考えられる。そこで，以下ではこの 2 つの間の
バランス論について考察を行っていきたいと思
う。
５．責任無能力者が例外的に損害賠償責任を
　　負う場合
（１）衡平責任の考え方が生まれてくる背景
　　 （その１：損害の公平な分配）
　責任無能力者による不法行為について，一定限
度で行為者自身に賠償責任を問うべき場面がある
のではないかという主張の 2 つの根拠のうち，ま
ず「損害の公平な分配」の点について検討を行な
う。その際には次のような事故を想定してみるこ
とにする。次の事例はあくまでも筆者の創作であ
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るが，認知症高齢者をめぐって日常的に発生する
ことが予想される，ごくありふれた事故類型であ
ると思われる。
【創作事例】家族と同居する重度認知症の高齢
者が，夜間，自宅前の道路に急に飛び出して，
たまたま通りかかった自転車と接触した。高
齢者はこの事故で大腿骨骨折の重傷を負い，
自転車に乗っていた人も電柱に激突して自転
車が大破し，運転者も頸部ねんざの怪我を
負った。両者の衝突時，自転車は灯火してい
たものの，狭い住宅街の路地を走るにしては
スピードを出し過ぎていた。高齢者自身は高
額の年金収入と銀行預金を有するが，同居す
る長男は失業中で賠償能力がない。一方，自
転車の青年は非正規雇用労働者で収入が低
く，自身の入院医療費の支払いにも困窮する
状態である。
　この事例で老人側が原告となって自転車を訴え
たときには，賠償請求が可能である（ただし，突
然飛び出したという被害者側の過失が考慮され
て，過失相殺の考え方に基づき賠償額が減額され
る可能性はある）。これに対して，自転車側が原
告となって老人を訴えたときには，減額された損
害賠償（過失相殺）はおろか，責任能力制度が壁
となって賠償請求自体が成立しない（しかも，同
居する家族を監督義務者責任に基づいて訴えて
も，賠償資力がないので現実的な救済は期待でき
ない）。
　このように事故当事者の双方に明らかな「落ち
度」が認められるにもかかわらず，高齢者から自
転車運転者に対する損害賠償請求だけが認められ
て，自転車側からの賠償請求が認められないとい
うのは，いかにも不公平であるとの印象は拭えな
い。そこで，この事例のように責任能力制度が壁
となって加害者（この場合「高齢者」）に賠償請
求できないという場合には，いったん免責された
高齢者等について，過失責任主義とは異なる「衡
平責任」の観点から，例外的に再帰責を認めても
よいのではないか，という考え方が生まれる。こ
の再帰責の場面では，「加害者に対する倫理的非
難，制裁，事故の再発防止」といった損害賠償の
もつ道義的・政策的な機能は後退して，損害の公
平な分配という経済的な側面が前面に打ち出され
る。ヨーロッパの多くの国の不法行為法には，こ
のような再帰責の制度が存在するが，日本の民法
にはそれがない。そして，これは比較法的に見る
と，むしろ珍しい立法例であるとされる（星野
1987：88）。ヨーロッパ諸国においては，この衡
平責任は必ずしも行為者本人の「自腹」で支出す
ることを求めるわけではなく，本人が加入してい
る責任保険からの給付も想定されている（フォン・
バール 1998：90）。また，わが国の学説では，本
人死亡後の相続財産の中から遺族が支払う（この
点が本件鉄道事故の高裁判決と深い関わりがあ
る）ことも含めて考える立場がみられる（清水
2014：96）。
　監督義務者責任の考え方は，伝統的には直接行
為者が子どもや精神障害者等の無資力者で，監督
者に賠償資力があるという状況を前提として理論
が構築されてきた。しかし，社会の高齢化に伴っ
て，本件鉄道事故や上記の創作事例のように，監
督義務者責任を問う際の上記のような前提条件が
整わない事故類型が多くみられるようになってき
た。すなわち，行為者に賠償資力があって，家族
に資力がないというパターンの場合，監督義務者
の責任を問う形では被害者が救済されず，かと
いって責任能力制度の枠にとらわれていたので
は，行為者自身の責任を問うこともできないとい
うジレンマに陥るのである。このような中で損害
の公平な分配を図るというのなら，責任無能力者
による不法行為においては，監督義務者責任の追
及に拘泥することなく，賠償資力のある行為者自
身の衡平責任を問うことも検討されるべきではな
いか，という発想が生まれるのである。このよう
に考えると，鉄道事故高裁判決は，民法の改正手
続を経ることなく，現行法の解釈論によって実質
的にこの衡平責任の考え方を適用しようとした，
極めて意欲的な判決という見方も可能である。行
為者本人が死亡している鉄道事故に対して衡平責
任という概念をあてはめることは，多少奇異な印
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象を与えるかもしれないが，上記のように衡平責
任の実現方法として直接行為者を被相続人とする
相続財産を損害賠償の引き当て資産とする形も含
めるならば，必ずしも無理な理論構成であるとは
いえないように思われる。
（２）衡平責任の考え方が生まれてくる背景
　　 （その２：高齢者の行動の自由の確保）
　前述のとおり，家族の監督義務者責任を厳しく
問うことに対する批判は，これによって家族が委
縮してしまい，家族による高齢者の行動制限につ
ながるのではないか，という点に向けられている。
とりわけ日本の損害賠償実務においては，被害者
救済の結論を得るために監督義務者責任の考え方
を借用しているという性格が強く，監督義務者責
任の成立の判断基準があいまいな中で自らの帰責
の予測を立てにくい家族としては，本人の行動抑
制という「無難な」自衛策に走りがちであるとい
える。
　しかし，前述のとおり，近代民法を支える過失
責任主義の原則（そして，それを制度的に担保す
るための責任能力制度）は，人間の行動の自由を
保障するという趣旨に基づいて成立したものであ
るはずである。そして，その中に「行為者本人の
免責」および「被害者の救済」という，ある意味
で相反する要請を同時に充足させる仕組み（監督
義務者責任）を持ち込んでいった結果，かえって
本人の行動の自由を制限するという皮肉な結果を
生んでしまったのである。これはいってみれば論
理的な出発点と，それによってもたらされた帰結
とが，正反する位置に移動してしまった状況とも
いえる。このような論理的な混線状態あるいは矛
盾した状況は，どのように打破されるべきなのだ
ろうか。
　日本は家族依存型福祉社会であると言われる
が，このような社会にあって，本人の起こした結
果について家族の監督義務者責任を問う形で処理
していくと，家族による行動制限が起こりやすく，
かえってノーマライゼイションに反する事態を招
いてしまう（水野 2014：252）。わが国では，実は
この問題を既に精神保健福祉法の分野で経験済み
である。2013 年の同法改正前までは，配偶者・親
等の「保護者」を医療保護入院における同意権者
と定めていた。そして，家族に対してこのような
過大な負担を課した結果，この同意が社会防衛的
な強制入院を合法化する手段として機能し，無用
な入院による人権侵害という結果につながってし
まった。そこで，精神障害者に対して家族が負う
責任の中から本人の行動制限につながりかねない
部分を切り離して，患者の人権擁護や家族との円
満な関係の維持を基本に据えた制度へと転換を
図ったのである。すなわち，家族の役割を「本人
のケア」に純化するべく保護者制度が廃止された
とみることができる。このような精神保健福祉法
の領域での家族の位置づけの変化は，認知症高齢
者の家族の責任のあり方を考える際にも，参考に
されるべき重要な視点を含んでいると考えられる。
　家長が家族を代表して行為者本人に代わって対
外的な責任を負うという監督義務者責任の考え方
は，直接行為者が未成年者である場合には，比較
的うまく機能する。なぜならば，未来のある子ど
もの人生を長きにわたって損害賠償責任で縛るこ
とのないよう，親権者は懲戒権（民法 822 条）等
を行使しながら本人の行動を一定程度コントロー
ルできる立場にあるからである。しかし，認知症
高齢者の子どもは必ずしも高齢者本人と同居して
いるとは限らないし，老親を介護する子，あるい
は夫婦相互間には，親権者のもつ懲戒権のような
強制力を背景にした行動支配の権限がない。つま
り，認知症高齢者をケアする家族には，監督義務
者責任の規定が本来予想している「未成年者の行
動支配」の考え方があてはまらないことは明らか
であるから，認知症高齢者による不法行為の賠償
において家族の監督義務者責任を無限定に適用す
ることは，上記のような精神障害者医療における
教訓から何も学んでいないということになる。
　前述のように，精神障害者の家族が第三者に対
して負う責任を制限していくのが近年の法政策の
流れといえるが，それによって生ずる「賠償責任
の隙間」を，行為者本人の再帰責（すなわち衡平
責任）によって埋めていこうとする発想が生まれ
るのは，ある意味で当然の帰結である。そして，
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このような発想は認知症高齢者についても基本的
にあてはまるはずである。精神障害者にせよ認知
症高齢者にせよ，家族の負う責任の中に「他害行
為の防止」を含めてとらえることが，本人と家族
との間の無用な対立・緊張を生んできたのである
から，その適用場面はできるだけ限定していくべ
きなのである。
　世の中には多少の危険性があっても，それを上
回る有用性の故に止めることができない活動とい
うのが，たくさんある（たとえば，航空機，X 線
写真等）。認知症高齢者が地域社会の中でとる行
動についても，それを止める（すなわち「自由を
制限する」）ことによるマイナスと，自由に行動
することから生ずるリスクとを，事故類型ごとに
比較衡量しながら判断するほかないと思われる。
　私たちは，ここでもう一度，ノーマライゼイショ
ンの思想の原点に立ち返って考えてみる必要があ
る。ここではとりわけ，人間にとって「行動の自由」
のもつ意味は何か，という根源的な問いに向き合
わなければならない。過失責任主義の根底にある
考え方は，「人は他人に迷惑をかけない限り，何
をしても自由」という原則である。そして，この
考え方は認知症高齢者にも基本的にそのままあて
はまるはずで，まさにそのことを指して私たちは
「ノーマライゼイション」と呼んできたのである。
認知症高齢者が地域で生活を送る限り，必然的に
周囲の人々との接触の過程で一定の加害リスクを
発生させることになるが，ノーマライゼンション
の思想は，そのようなリスクも含めて本人と私た
ちの社会が引き受けていくという合意を前提とし
ているのではないか。つまり，認知症によって判
断能力が低下した状態で加害行為を行った場合，
一定限度において本人自身がその結果についての
民事責任を負うという合意が，ノーマライゼン
ションの思想の中に含まれていると考えられるの
である。他害事故を起こした責任無能力者につい
ては，「過失責任を問われたり倫理的非難を受け
たりすることがない代わりに，衡平責任を負うこ
とがある」という「帰責のあり方の平等性」もまた，
ノーマライゼイションの重要な構成要素であるよ
うに思われる。
　旧民法に規定されていた「ろうあ者」の行為無
能力制度（ろうあ者自身の財産を守るために契約
締結能力等を否定していた規定）の存在によって，
障害者に対する社会からの偏見が助長され，社会
参加や自立が妨げられているという批判の声が強
かった。そして，長い当事者運動の末に，ようや
く 1979 年の民法改正の際に同規定が削除された
という歴史的経緯を，ここであらためて想起する
べきである。このことは，認知症高齢者のノーマ
ライゼイションのあり方を考える際にも重要な視
点を提供してくれるように思える。認知症高齢者
が他人を怒らせるような行動をとって損害を与え
た場合でも，常に損害賠償責任を負わないという
「特別な空間」に置かれることが，かえって本人
と周囲との距離を広げる結果につながっているの
ではないか。つまり，ここでの私たちの課題は，
過失責任主義に基づく責任能力制度と損害の公平
な分配という，2 つの対峙する原理のバランスの
在り方について，ノーマライゼンションの観点か
ら再度構成し直すことなのである。そして，その
視線の先には責任無能力者本人の再帰責の結論が
待っているのであるが，ここではひとまず「資力
のある無能力者は，賠償という代償を支払うこと
で，はじめて行動の自由を獲得する」という考え
方がドイツ民法学において有力に主張されている
（益澤 2002：237）事実を指摘するにとどめ，次節
以降でこの点についてさらに詳細な検討を加える
ことにしよう。
（３）衡平責任の考え方を鉄道事故の高裁判決に
　　 あてはめてみる
　高裁判決は，直接的には「夫婦の相互協力義務」
を根拠として妻の監督義務者責任を導き出してい
るように見える。しかし，判旨からもうかがえる
とおり，実際には死亡した本人が遺族に残した財
産に着目して，そこから賠償させるという衡平責
任に沿った思考経路をたどっており，この結論を
得るための形式的な根拠を妻の監督義務者責任に
求めたという見方も可能である。すなわち，高裁
判決は責任無能力者の条文（713 条）を改正する
ことなく，実質的にこの制度が適用される場面を
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限定して直接行為者自身に責任を負わせたのと同
じ効果をもつ（清水 2014：97）（11）。逆にいうと，
仮に本件 A（認知症高齢者）がほとんど財産を残
さずに死亡したならば，妻の監督義務者責任を問
う判決が出ていなかった可能性があるということ
になるのである。
（４）小括と次の課題
　以上，要約すると，高裁判決は，実質的に亡き
A 自身に（衡平責任に基づいて）賠償を行わせた
に等しい。この衡平責任の考え方は，責任無能力
者による不法行為の処理をめぐって，今後活発に
議論されていくべき重要な論点ではないかと思わ
れる。
　しかし，他方でこの考え方に対しては，次のよ
うな批判が予想される。第一に，資力のある責任
無能力者だけが行動の自由を獲得するという結論
は，人権の平等に反するという反論（益澤 2002：
249）であり，第二に，賠償責任のリスクを自覚で
きる程度の判断力をもつ行為者の場合，家族では
なく本人に委縮効果を生じさせて，やはり行動の
自由を抑制することにつながるという反論である。
　本稿はさらにこれらの批判に答えていかなけれ
ばならない。換言すれば，この衡平責任の考え方
が適用される範囲をどのように限定していくの
か，という新たな問いが提起されてくるのである。
そして，この問いはさらに次のように言い換える
ことも可能である。すなわち，責任無能力者の衡
平責任を問うことがノーマライゼイションの理念
に適合する場面とは，一体どのような条件を満た
したときなのか，という問題設定である。そこで，
この点についてさらに段を改めて検討していくこ
とにしよう。
６．責任無能力者による不法行為の類型化の
　　試み
（１）衡平責任を認める際の判断基準をどこに求め
　　 るのか
　上記のとおり，わが民法は責任無能力者の衡平
責任に関する明文規定を持たないばかりか，判例・
学説による理論的検討も十分に行われているとは
いえない。そこで，まずヨーロッパ諸国の不法行
為法を参考にしながら，この理論を適用する場面
を確定する作業から始めてみたい。フォン・バー
ル（1998：69-103）によると，ヨーロッバ諸国の
不法行為法では，衡平責任を認めるか否かの判断
の際に，以下のような観点を考慮に入れていると
いう。
a）故意・過失および作為・不作為という加害行
為の形態の区別
　衡平責任は責任能力制度の機能的不全を部分
的・例外的に補正するものであるから，責任無能
力者の再帰責を求めるのが過酷であるという場面
には適用されない。したがって，過失不法行為や
不作為による不法行為については衡平責任の適用
はない（フォン・バール 1998：87 および 102）。
b）加害者側の賠償資力の程度および被害者の経
済的困窮度
　衡平責任は事故当事者間の損害の分配を実現す
るための法技術のひとつであるから，両当事者間
の経済格差の程度が考慮される（フォン・バール
1998：97）（12）。
c）被害者側の過失の有無
　被害者側に過失があれば，加害者の衡平責任は
軽減される（フォン・バール 1998：93）。高裁判
決において賠償額を減額した裁判所の考え方は，
この観点に立ったものともいえる。
　衡平責任の有無は，以上 a）～ c）の 3 つの要
素を総合的に勘案して判断されるので，たとえば
a） の点が非常に顕著であれば，b）の側面が多少
弱くても，総合判定で「衡平責任あり」とされる
場合があるということになる（13）。
（２）事故類型ごとに問題解決の方法を考える
　上記の 3 つの判断要素を組み合わせていくと，
いくつかの事故類型に分けて考えることができる
が，それらに対してどのような解決策で臨むのが
ベストなのかということを，それぞれの解決法の
長所・短所を比較しながら検討してみる。
1）家族に監督義務者責任を負わせるべき場合：
少なくともわが国においては，これが責任無能力
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者の不法行為における伝統的な解決方法であっ
た。そして，衡平責任を認める立場に立ったとし
ても，決して監督義務者責任の制度が不要になる
わけではない。前述のとおり，子どもの起こした
事故における親の責任については，今後も基本的
にこの考え方が適用されるべきである。
【長所】過失責任主義に忠実な考え方である。また，
行為者本人に資力がなくとも家族に賠償させるこ
とができるので，それだけ被害者の救済に厚くな
る。
【短所】家族がいない単身の加害者については，こ
の方法は使えない。また，家族がいる場合，家族
による本人の行動抑制というマイナス効果が予想
される。
　以上の長所・短所を総合的に考慮すると，認知
症高齢者の起こした事故については基本的にこの
解決法を用いるべきではないと思われる。なぜな
らば，監督義務者責任のもつ補充性の故に，本人
の行為時の判断能力という，家族によって予期し
えない偶然の事由（認知症の症状は，固定的なも
のでないことに留意すべきである）によって家族
の責任の有無が決せられてしまうことになるが，
監督義務者責任を適用して解決しようとすると，
このような不確定要素によって左右される賠償リ
スクを，家族は高齢者の行動抑制という自衛手段
で回避しようとするからである。
　とはいえ，認知症高齢者の事故についても，家
族の監督義務者責任が適用される場面がまったく
ないとはいえない。すなわち，被害者のこうむっ
た損害の内容が生命・身体の被害等，重大なもの
である場合（家族に対する委縮効果のマイナス面
よりも，本人を自由に行動させることから生ずる
リスクの方が大きい場合）で，家族の監督に委ね
ることが事故防止のうえで有効であると考えられ
る場面では，やはり家族の監督義務者責任を問う
べきである。たとえば，自宅からの失火が原因で
隣家に延焼させた場合等が，これにあたる。
2）認知症高齢者本人を被保険者とする責任保険
の加入で対応すべき場合
【長所】家族や本人の賠償資力不足の問題は解消
する。
【短所】「付保されている人物」という新たなスティ
グマを生じさせる可能性がある。また，すべての
高齢者がそのような保険に加入するとは限らない
ので，確実に損害が填補されるわけではない。さ
らに，保険加入によって本人や家族の事故防止に
向けた注意力が低下する可能性もある。
　以上の長所・短所を総合的に考慮すると，人命
にかかわる事故のように，事故の発生そのものを
防止することを最優先に考えるべき場面について
は，この方法は適していない。つまり，被害の内
容が財産的損害で，金銭的な賠償によって填補す
ることが可能な事故については，この方法に委ね
ることが可能である。さらに換言すると，行為者
の行動の自由を保障することの利益が，自由に行
動することから生ずるリスクを上回ると考えられ
る場面で，なおかつ定型的に一定確率での事故発
生が予想される場面（保険加入利益を実感できる
場面）という条件が必要である。たとえば，万引き・
器物破損等がこれにあたる（14）。
3）行為者本人の衡平責任を問うべき場合
【長所】家族がいない単身者であっても賠償責任
を問うことが可能である。また， 家族がいる場合，
家族による本人の行動抑制の弊害が軽減される可
能性がある（ただし，家族に与える委縮効果は，
この方法でも完全に解消されるとは限らない）。
さらに， 本人が一定の判断能力をもつ場合には，
本人に慎重な行動を促す効果がある。そして何よ
りも，理論上，責任能力者と対等な行動の自由が
与えられるという意味でノーマライゼイションの
思想に適合している。
【短所】資力のある責任無能力者しか，この解決
法が適用されないのは不合理である。また，本人
に対する委縮効果も想定される。
　以上の長所・短所を総合的に考慮すると，この
解決法が適用される範囲はとりわけ慎重に画定さ
れる必要があると思われる。すなわち，被害の内
容が財産的損害（金銭的な賠償によって填補が可
能な事故）で，なおかつ行為者の行動の自由を保
障することの利益が，自由な行動から生ずるリス
クを上回ると考えられる場面が，上記のような欠
点を最小限度に抑えられる事故類型であるといえ
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る（15）。本人の行動の自由は重要な利益で，それ
は当該個人の利益を超える公共的な価値を有する
が，他方でそこから生じた損害は填補されなけれ
ばならない（そして，行為者本人に賠償資力がな
いときには，被害者は損害賠償請求を断念せざる
をえない）。このように考えると，本件鉄道事故
はまさにこのような条件が揃った場面であるとい
えるのではないか（16）。高裁判決のように，本人
死亡の場合の相続財産に着目して監督義務者責任
の成立を認める論法は，形式的には 1）であるが，
実質的には 3）の考え方に立脚しているとみるこ
とができる。
4）事故の防止そのものに主眼を置いて，社会的
なシステムの中で本人の行動に制限を加える
べき場合
　この解決法が適しているのは，生命・身体の被
害等，深刻・重大な事故（自由な行動を保障する
ことの利益よりも，そこから生ずるリスクの方が
はるかに大きい場面）で，なおかつ家族の監督に
ゆだねることが難しく，社会的なシステムによっ
て防止すべきと考えられるような事故である。た
とえば，高速道路の逆走事故等がこれにあたる（17）
（したがって，このような加害行為を防ぐことが
できずに事故が発生した場合には，状況によって
は不作為による国家賠償責任が問われる可能性が
ある）（18）。
（３）残された課題
　本稿で紹介した責任無能力者の衡平責任の考え
方は，学説上は以前から主張されていたものであ
るが，民法に明文規定が置かれておらず，判例の
蓄積もいまだ十分とはいえないため，その適用基
準は依然としてあいまいなままである。したがっ
て，衡平責任を適用する場面をいかにして理論的
に精緻化していくかが，今後の大きな課題である。
注
（ 1 ） 2013 年 4 月，大阪府で 82 歳の認知症の男性
が，妻が外出中に紙くずにライターで火を
つけて自宅を全焼させたうえに，隣家にも
延焼させるという事件が発生している。
（ 2 ） 2015 年 1 月，首都高速 5 号線で，80 代の男
性が軽自動車を運転して上り車線を逆走し，
対向車と正面衝突するという事件が発生し
ている（80 代の男性はこの事故で死亡し，
対向車の運転手も重傷を負った）。
（ 3 ） なお，認知症高齢者の不法行為に関しては，
家族の監督義務者責任とは別に，成年後見
人や特別養護老人ホーム職員等の責任（民
法 714 条 2 項の「代理監督者責任」）が問わ
れる可能性もあるが，本稿ではこの問題に
ついては言及しない。
（ 4 ） この場合の判断能力の程度は，自らの行為
から生ずる結果に対する損害賠償責任を認
識することまでは必要なく，なんらかの法
律上の責任が生ずることを自覚できる程度
であれば足りるとされている（潮見 2009：
399）。また，不法行為能力の有無は，刑事
責任能力のように年齢によって画一的に決
定されるものではなく，行為場面ごとに個
別具体的に判断される。
（ 5 ） 現在の通説では，この場合の過失の認定は
客観的にとらえるものとされており，行為
者が当該場面において一般的に期待される
程度の注意義務を欠いた状態を指すと考え
られている。したがって，行為者が十分な
判断能力をもたない者であったとしても，
過失の成立要件には影響しないということ
になる。このような考え方を客観的過失論
という（潮見 2009：400）。
（ 6 ） 大村（2007：42）。もちろん，このような被
害者救済の視点から帰納的に構築される責
任能力概念に対しては，行為者の資力の有
無と責任能力の判定とは本来無関係のもの
である，という批判が向けられることにな
るであろう。星野（1987：89）は，未成年
者の不法行為をめぐる日本の判例が，責任
能力の有無の判定において極めて不統一で
あるように見えるのは，監督義務者責任を
補充的な責任として位置づけてきたことの
結果であると述べている。
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（ 7 ） 上山（2004：59）。ただし，監督義務者が注
意義務を尽くしたとしても事故を防ぐこと
ができなかったという被告側の反証が成立
すれば，責任を免れることは可能である。
このように，監督義務者責任は原告側が加
害者の過失を立証する一般の不法行為責任
（709 条）と，加害者側の免責の余地をまっ
たく認めない完全な無過失責任（717 条の工
作物責任等）との中間に位置するというこ
とができる（潮見 2009：409）。
（ 8 ） このことを裏面から見ると，監督義務者の
監督行為に義務の懈怠（危険の発生を予見
できたのに，それを回避するための措置を
とらなかった等）が認められる場合には，
714 条の監督義務者責任ではなく，ストレー
トに 709 条に基づく直接加害行為者として
の責任が課される可能性があるということ
になる。地裁判決は妻 Y の責任に関してこ
の考え方に立っている。ただし，本件鉄道
事故に至るまでの A の徘徊行動の様子を見
る限り，線路内に入り込むことまでを妻が
具体的に予見することは困難であったとし
て，妻に対して直接加害行為者としての責
任を問うことには批判的な見解が多い（稲
垣 2014：6）。
（ 9 ） なお，清水（2014：93）は，高裁判決が「妻
→保護者→自傷他害防止義務→ 714 条の監
督義務」という論理経路をたどって妻の監
督義務者責任を導いている点に関して，
2013 年の精神保健福祉法改正で保護者制度
そのものが廃止された結果，現在ではこの
ような論法は成り立たなくなっているから，
本判決の論理的射程範囲は狭いと述べてい
る。
（10） また，752 条の夫婦の同居・協力・扶助義務
から第三者に対する作為義務（他方配偶者
による加害行為防止義務）を導くことはで
きないという最高裁の考え方も，妥当なも
のであるとしている（岩村 2016：246）。
（11） 客観的過失論に立脚する日本の不法行為法
学の通説（前掲注 5）を前提とするならば，
このような解釈もさほど無理があるとはい
えない。寺田（1976：70）は，責任能力制
度の趣旨が行為者の保護にあるということ
を徹底させるのならば，主観的過失論に行
き着くと述べている。このことを裏面から
見るならば，客観的過失論の下では行為者
保護の考え方に拘泥することなく帰責のあ
り方をとらえることができる，という結論
に至る。もっとも，そうであるならば，本
件鉄道事故の処理においては，むしろスト
レートに死亡した本人の責任能力を肯定し
て，いったん本人に賠償責任を成立させて
から損害賠償債務の相続という形で処理す
る論法もあったかもしれない（清水 2014：
97）。この方法によるならば，本判決と実質
的に同じ結論を得られるうえに，巨大鉄道
会社が夫を亡くした年老いた妻に責任を負
わせた，という感情的な反発を回避するこ
ともできたのではないかと思われる。
（12） ただし，加害者と被害者の間の財産状況の
格差に注目した責任論に関しては，わが国
の民法学においても「このような被害者保
護は，むしろ社会保障制度や責任保険の制
度によって実現されるべきである」という
有力な批判がある（潮見 2009：404）。
（13） フォン・バール（1998：89）は，こんな例
を紹介している。たとえば，「高慢な資産家
の子供が干草でできた家の窓に石を投げつ
けて割った」場合には，責任能力制度を超
えて当該少年自身の再帰責を認めてもよい
のではないか，としている。なお，衡平責
任の成立要件として，「監督義務者責任が成
立しないこと」という補充性を求める立法
例は多い（フォン・バール同上：97）。しかし，
監督義務者責任が成立したとしても実際に
は家族に賠償資力がない場合も想定される
ことから，このような意味での補充性にこだ
わる必要はないのではないかと考えられる。
（14） この「保険加入利益の存在」という条件に
照らして考えると，本件鉄道事故はこのよ
うな責任保険による対応にはなじまない類
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型の事故であるといえる。なお，最近，知
的障害・発達障害をもつ 5 ～ 18 歳の子ども
が発生させた事故をカバーするための責任
保険が発売されたという新聞報道がなされ
ている（朝日新聞 2015 年 4 月 3 日付記事）。
（15） 逆にいえば，被侵害利益が深刻で，行為者の
行動の自由の保障よりも事故発生防止の要
請の方が強いと考えられる場合には，この
解決方法は適していないということになる。
（16）もっとも，鉄道事故に限定して考えるならば，
鉄道会社自らが「人身事故発生時保険」の
ような保険に加入することで自衛する方法
もあったはずである。めったに遭遇しない
事故について，あらかじめ保険で自衛しよ
うと考える人は少ないが，鉄道事故のよう
に定型的・恒常的に発生が予測される事故
については，このような自衛手段で対応す
るのが適切であるともいる。高裁判決が鉄
道会社側の受けた損害を半分に減ずる措置
を行った背景には，このような被害者自身
による事故防止措置を強く期待する姿勢が
存在するのではないかとも考えられる。
（17） たとえば，認知症高齢者がいる世帯が自動
車を購入する際には，運転席のダッシュボー
ドに設置されたパネルに ID 番号を入力しな
いとエンジンがかからないような造作を施
すことを法律で義務づける，等の方法が考
えられる。
（18） 上山（2004：72）は，責任無能力者によっ
て引き起こされた被害については，社会全
体で損害を引き受けるべき場合があるとい
う。犯罪被害者等給付金支給法なども，そ
の 1 つの場面といえよう（水野 2014：264）。
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